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１．第３回WTで検討する範囲について

関連個所見直しの契機検討の論点No

２～４頁制度改正

第９期介護保険制度見直し・介護報酬改定の対応

（全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための

健康保険法等の一部を改正する法律による改正内容を含む。）
１

指定都市要件検討
分科会で検討済

制度改正以外指定都市要件の「再検討」等について、必要な要件を追加２

５～８頁制度改正以外

指定都市要件の指定都市以外の市区町村へ拡大
・指定都市要件の「成案」で、第2.1版に反映済の機能（16件）に
ついて必要な機能
・検討の論点２で追加となった機能について必要な機能

３

９～13頁制度改正以外
標準化PMOツールや関係省庁、検討会構成員からのご意見・
ご質問等を踏まえた機能要件の見直し

４

1

○ 第３回WTで検討する範囲は以下のとおりとなります。

本日の
検討
範囲

なお、標準化PMOツールや関係省庁、検討会構成員からのご意見・ご質問等を踏まえた正誤対応は、

検討事項ではありませんが、確認対象として記載しております。

※ 令和６年３月改定においては、第2.1版正誤表は作成せず、

「（別添）介護保険システム標準仕様書【第3.0版】（案）」に反映しております。

14～15頁 本日の
確認範囲

本日の
確認
範囲



２．第９期介護保険制度見直し・介護報酬改定の対応（１/３）
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○ 令和５年12月22日に開催された社会保障審議会介護保険部会において、「給付と負担について」は以下のとお

りとされております。

【標準仕様書（機能要件・帳票要件）への影響】
＜第１号保険料に関する見直し＞
保険料段階数や標準乗率は管理項目やシステム印
字項目として規定してはいるものの、数値自体を
規定しているものではないため、影響はありませ
ん。

＜「一定以上所得」の判断基準の見直し＞
第10期の開始の前までに結論を得るとされたた
め、情報提供があり次第、標準仕様書の見直しを
検討します。

【出典】第110回社会保障審議会介護保険部会「資料１ 給付と負担について」

第１号保険料に関する見直しについては、標準
段階の多段階化（９段階→13段階）、高所得
者の標準乗率の引上げ、低所得者の標準乗率の
引下げ等により低所得者の保険料上昇の抑制を
図るとされています。

利用者負担が２割となる「一定以上所得」の判
断基準の見直しについては、第10期介護保険
事業計画期間の開始（2027年度～）の前まで
に、結論を得るとされています。



２．第９期介護保険制度見直し・介護報酬改定の対応（２/３）
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○ 令和５年12月27日に開催された社会保障審議会介護給付費分科会において、以下のとおり報告されております。

【出典】第237回社会保障審議会介護給付費分科会
【資料１】介護報酬改定率、多床室の室料負担、基準費用額（居住費）について（報告）

介護報酬改定率については、標準仕様書に直接
影響する機能要件等の規定はないため、改定が
必要な事項はありません。

多床室の室料負担については、施行時期を令和
７年８月とされているため、今後の検討状況を
踏まえ、標準仕様書の見直し等の必要な検討を
行います。



２．第９期介護保険制度見直し・介護報酬改定の対応（３/３）
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介護報酬改定（介護報酬改定率、多床室の室料負担、基準費用額（居住費））についても、今回の改正内容は
標準仕様書の見直し等は特段発生いたしません。

【出典】第237回社会保障審議会介護給付費分科会
【資料１】介護報酬改定率、多床室の室料負担、基準費用額（居住費）について（報告）

基準費用額（居住費）について、施行
時期が令和６年８月とされています。
基準費用額（居住費）の引き上げ、利
用者負担第１段階の多床室利用者への
対応が示されております。
なお、基準費用額（居住費）は管理項
目等で規定していないため、影響はな
く、負担限度額は管理項目やシステム
印字項目として規定してはいるものの、
数値自体を規定しているものではない
ため、影響はありません。



３．指定都市要件の指定都市以外の市区町村への拡大（１/４）
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○ 指定都市向けの機能を指定都市以外に拡大するかについて、人口規模や大量処理のために必要な機能と考えら

れるものを拡大対象として、以下のとおり整理しております。

① 指定都市要件の「成案」で第2.1版に反映済の機能（16件）のうち、指定都市以外に拡大する機能案（14件）
※「資料３_指定都市要件「成案」第2.1版反映済_指定都市以外への拡大」に、拡大対象／対象外、理由、機能IDを記載

対応概要
第3.0版案

機能ID

第2.1版 機能ID
中項目

協議案_
管理番号

No
指定都市全市区町村

機能要件の統合による
削除と新規付番

0231370、0231371
0231372、0231373

0238004、0238005
0238006、0238007

0230345、0230346
0230347、0230348

3.1.保険料賦課共通10、20１

同上0231374023800802303503.1.保険料賦課共通11２

同上0231375023800902303543.1.保険料賦課共通12３

同上0231384023801002304794.8.督促 ※30４

同上023138902380110230665
7.1.要介護／要支援

認定申請
34５

要件の対象拡大による
削除と新規付番

02313670238001－1.6.帳票出力機能41、52、74６

要件の補足を反映
（機能ID変更なし）

023026502380030230265
2.1.住民情報異動等に

伴う資格異動
47７

機能要件統合による
削除と新規付番

0231393、0231394
0231395

0238015、0238016
0238017

0230743、0230744
0230745

7.5.要介護／要支援
認定

80８

同上023139002380120230668
7.1.要介護／要支援

認定申請
94９

同上0231391023801302306887.2.認定調査13910

同上0231392023801402307047.3.意見書作成14311

※ 第2.1版では中項目「5.2.督促」であるが、後記の対応により第3.0版案にて「4.8.督促」へ変更。



３．指定都市要件の指定都市以外の市区町村への拡大（２/４）
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○ ①の反映としては主に以下のとおりになります。

［反映例］No.2（協議案_管理番号 11） 中項目「3.1.保険料賦課共通」 対応概要：機能要件の統合による削除と新規付番
→ 機能ID 0230350、0238008を削除し、機能ID 0231374を追加しています。

変更箇所は、※2の山分け
単位について、「郵便局別
（地区管理コード別）」を
指定都市だけでなく、市区
町村にも拡大。



３．指定都市要件の指定都市以外の市区町村への拡大（３/４）
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② 指定都市要件の「再検討」で第3.0版案に追加となった機能（17件）のうち、指定都市以外に拡大する機能案（15件）
※「資料４_指定都市要件検討分科会における検討要件一覧_指定都市以外への拡大」に、拡大対象／対象外、理由、機能IDを記載

対応概要第3.0版案 機能ID第2.1版 機能ID中項目
協議案_

管理番号
No

帳票出力機能の追加による
新規付番

0231377－3.6.口座振替依頼13、22、152１

同上0231398－8.8.高額サービス費33２

要件の詳細化に伴う削除と
新規付番

023137602303843.5.月割賦課48３

機能の追加による新規付番0231366－1.4.台帳管理機能81４

要件の追加に伴う削除と
新規付番

023137802304564.7.納付証明書発行90、132５

情報の管理機能の追加に
よる新規付番

0231386－5.1.滞納共通管理92６

管理項目追加・補足の追記
に伴う削除と新規付番

023138502304615.1.滞納共通管理111、169７

機能の追加による新規付番0231368－1.6.帳票出力機能117８

要件の詳細化に伴う削除と
新規付番

023136902303263.1.保険料賦課共通131９

管理項目追加に伴う削除と
新規付番

0231396、02313970230813、02308187.9.謝金・報酬支払14510

管理項目追加に伴う削除と
新規付番

023138702304925.4.滞納処分16611



３．指定都市要件の指定都市以外の市区町村への拡大（４/４）
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○ ②の反映としては主に以下のとおりになります。

［反映例］No.3（協議案_管理番号 48） 中項目「3.5.月割賦課」 対応概要：要件の詳細化に伴う削除と新規付番
→ 機能ID 0230384を削除し、機能ID 0231376を追加しています。

変更箇所は、機能要件の内容を
詳細化し、「要件の考え方・理
由」に考え方を補記しています。

［反映例］No.1（協議案_管理番号 13、22、152） 中項目「3.6.口座振替依頼」 対応概要：帳票出力機能の追加による新規付番
→ 機能ID 0231377を追加しています。

機能要件を新規追加しています。
新たな帳票の追加となりますので、
帳票詳細要件と帳票レイアウトも
追加しています。



４．標準化PMOツール等からのご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直し（１/５）
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検討論点・第3.0版案の概要ご意見・ご質問の内容No

ご意見の内容につきまして、ご意見の事例のように統合収納管理や統合滞納管理に関す

る機能が実装されたシステムと、介護保険等の各業務システムの導入方法によっては、介

護保険料の督促に関する機能が何れのシステムにも実装されていない場合が考えられる

ため、大項目「5.滞納管理」に規定する「5.2.督促」機能を、大項目「4.保険料収納」に属する

よう見直しました。

【第3.0版（案）】

（別紙１）業務フロー 05 滞納管理 - 02 督促 ⇒ 04 保険料収納 - 07 督促

（別紙２）機能・帳票要件 5.滞納管理 – 5.2.督促 ⇒ 4.保険料収納 – 4.8.督促

（別紙３）帳票詳細要件、（別紙４）帳票レイアウト

滞納-01.督促状 ⇒ 収納-08.督促状

滞納-02.督促状兼納付書（ハガキ様式） ⇒ 収納-09.督促状兼納付書（ハガキ様式）

【検討課題一覧 No.104】

税務システムや後期高齢、保育の標準仕様書を拝見

すると、督促業務はすべて収納管理機能に含まれてい

ますが、介護保険料だけ滞納管理機能に含まれてい

ます。

もし、収納管理機能は各個別システム、滞納機能は統

合滞納管理システムを導入し、各個別システムに滞納

管理機能を搭載しないとなった場合、介護保険料の督

促業務ができなくなってしまいます。そのために介護保

険料だけ滞納管理機能を構築するのも費用が無駄に

なるので、仕様書を統一していただきたいです。

１

機能・帳票要件 10.総合事業の中項目「10.6 償還（介護予防・日常生活支援総合事業

費）」はすべて標準オプション機能として規定していることから、機能ID:0231270にて規定す

る支払情報のうち、償還払い（介護予防・日常生活支援総合事業費）の支払情報を管理す

る機能は実装必須機能とはならないことから、以下のとおり、見直しました。

【第3.0版（案）】

○ 機能ID 0231400（標準オプション機能）

→償還払い（介護予防・日常生活支援総合事業費）の支払情報の管理に関する機能。管

理項目は機能ID 0231270、0231271で規定した項目を統合。

○ 機能ID 0231401（実装必須機能）

→機能ID 0231270（実装必須機能）で規定した高額介護予防サービス費相当事業、高額医

療合算介護予防サービス費相当事業の支払情報を管理する機能のみを分割。

○ 機能ID 0231402（標準オプション機能）

→機能ID 0231271（標準オプション機能）で規定した高額介護予防サービス費相当事業、

高額医療合算介護予防サービス費相当事業の支払情報を管理する機能のみを分割。

また、上記の見直しに伴い、機能ID 0231272、0231273、0231275についても機能要件を実

装必須機能と標準オプション機能に分割しました。

【検討課題一覧 No.120】

【対象箇所】機能ID：0231270

【意見内容】償還払い（介護予防・日常生活支援総合

事業費）の管理機能が実装必須要件となっているが、

実装オプションへ見直しを希望。

【意見詳細（根拠情報や理由等）】償還払いの運用は

介護分が国保連合会システムに委託できるのに対して、

介護予防・日常生活支援総合事業分は国保連合会シ

ステムにて対応されていないため委託運用ができない。

実装必須となると保険者側で審査支払等まで組み込

む必要があり、保険者システムの負荷が高い、かつ、

介護分と総合事業分とで運用が異なることで煩雑にな

ってしまう。実装必須とするのであれば国保連合会シ

ステムでの運用も合わせて検討いただきたい。

２



４．標準化PMOツール等からのご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直し（２/５）
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検討論点・第3.0版案の概要ご意見・ご質問の内容No

No.120の見直しに合わせて再確認し、ご意見を踏

まえ、以下のとおり見直しました。

○ 機能ID 0231290（実装必須機能）

→標準オプション機能へ見直すこととしますが、機

能ID 0231291にて規定済の内容と重複するため、

機能ID 0231290は削除対応とします。

○ 機能ID 0231292（実装必須機能）

→実装区分を標準オプション機能に変更しました。

【検討課題一覧 No.121】

【対象箇所】機能ID：0231290

【意見内容】保険者にて作成した給付実績情報（介護予防・日常生活支援総合事業費）の照会

機能が実装必須要件となっているが、償還払い（介護予防・日常生活支援総合事業費）のこと

だと想定しており、実装オプションへ見直しを希望。

【意見詳細（根拠情報や理由等）】機能ID：0231270について、償還払い（介護予防・日常生活支

援総合事業費）を保険者システム側で管理するのは難しいと考えており、保険者保有分の償還

払い（介護予防・日常生活支援総合事業費）の照会についても実装オプションへ見直しを希望

する。

３

ご意見を踏まえ、通番10「固定文言１＋編集１」の

印字編集条件などに記載している想定される印字

内容の例示を「要介護認定申請日」に変更しました。

【検討課題一覧 No.123】

【対象箇所】帳票ID「0230110：介護保険給付の支払一時差止予告通知書」

【意見内容】固定文言１＋編集１について、印字編集条件に、想定される印字内容として「償還

払い化申請日」が記載されてるが、帳票レイアウトの文言を見る限りでは、「認定申請日」が正

しいのではないか。見直しをお願いしたい。

【意見詳細（根拠情報や理由等）】記載誤りだと思われるため。

４

ご意見を踏まえ、通番10「固定文言１＋編集１」の

印字編集条件などに記載している想定される印字

内容の例示を「保険給付差止予告通知書発行日」、

「保険給付差止予告通知書番号」に変更しました。

【検討課題一覧 No.125】

【対象箇所】帳票ID「0230113：介護保険給付の支払一時差止等処分通知書」

【意見内容】固定文言１＋編集１について、印字編集条件に、想定される印字内容として「一時

差止通知日」、「一時差止通知書番号」が記載されているが、帳票レイアウトの文言を見る限り

では、「予告通知書の発行年月日」、「予告通知書の文書番号」が正しいと思われるため、見直

しをお願いしたい。

【意見詳細（根拠情報や理由等）】記載誤りだと思われるため。

５

ご意見を踏まえ、以下の帳票レイアウトにある被保

険者情報の欄が同じサイズになるよう調整しました。

＜対象帳票＞

受給-35.介護サービス利用者の非課税年金の受

給状況について（照会）

受給-36.介護サービス利用者の非課税年金の受

給状況について（回答）

【検討課題一覧 No.127】

【対象箇所】帳票ID「0230103：介護サービス利用者の非課税年金の受給状況について（照会）」

帳票ID「0230104：介護サービス利用者の非課税年金の受給状況について（回答）」

【意見内容】「35.介護サービス利用者の非課税年金の受給状況について（照会）」と「36.介護サ

ービス利用者の非課税年金の受給状況について（回答）」で、対象年、フリガナ、被保険者氏名、

生年月日、性別欄の横幅が異なる。

【意見詳細（根拠情報や理由等）】どちらも同じ内容を印字しており、帳票間でレイアウトに差異

は不要ではないか。欄の横幅は同じサイズに見直すことを希望する。

６



４．標準化PMOツール等からのご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直し（３/５）

11

検討論点・第3.0版案の概要ご意見・ご質問の内容No

基本データリストのデータ項目は、機能・帳票要件の管理項目を

基にされていますので、機能ID 0230065（標準オプション機能）

の管理項目に関するご意見として理解いたしました。

対象者の医療保険加入情報の管理に際し、医療保険者情報の

特定のために必要な情報と考えますので、標準オプション機能

の管理項目として追加しました。

【検討課題一覧 No.130】

【対象箇所】基本データリスト（介護保険) 医療保険者情報

【意見内容】医療保険者名カナを追加して欲しい。

【意見詳細（根拠情報や理由等）】オンラインで医療保険者を入力する際、カナで

検索して入力する運用が存在するため。（カナ検索がないと操作性が落ちる。）

７

ご意見のとおり、機能ID 0230033、及び対象箇所に記載の機能

IDの要件は申請管理機能に関するものとなります。

現状を踏まえ、機能ID 0230033の「要件の考え方・理由」に経過

措置に関する補足を記載しておりますが、ご意見の対象箇所の

機能ID（６個）についても、連動する機能となりますので、「要件

の考え方・理由」に同趣旨の内容を追記しました。

【検討課題一覧 No.132】

【対象箇所】機能ID 0230035、0230036、0230037、0230038、0230178、0230179

【意見内容】機能ID 0230033（マイナポータルぴったりサービス）と同様、「要件の

考え方・理由」に経過措置を認める旨の記載を追加してほしい。

【意見詳細（根拠情報や理由等）】対象箇所（引っ越しワンストップサービス関連要

件）については、申請管理機能に関する要件として、機能ID 0230033（マイナポー

タルぴったりサービス）と共通しており、システム開発の観点でも大部分が共通的

な機能となることが想定される。それを踏まえると、機能ID 0230033の「要件の考

え方・理由」においては経過措置が認められているのに対し、対象箇所には経過

措置が認められる旨の記載がなく整合性が取れていない。そのため、実質的に、

機能ID 0230033においても経過措置での対応とするのは難しいと想定している。

８



４．標準化PMOツール等からのご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直し（４/５）

12

検討論点・第3.0版案の概要ご意見・ご質問の内容No

機能・帳票要件_6.受給者管理 機能ID 0230527（6.1.4.）に規定してい

る管理項目「保険給付率」「特別対策給付率」に該当いたします。

管理項目「保険給付率」について、対象者の利用者負担割合を考慮

し、データ項目ID 02301563：保険給付率の項目定義を「百分の70以上

100以下」と修正いただくようデジタル庁と調整いたします。

管理項目「特別対策給付率」については、標準仕様書の作成当初に

J-LIS作成の中間標準レイアウトに規定される項目名等をもとに整理し

ており、担当課長会議（平成１８年３月１３日）資料等で示されておりま

す障害者自立支援法の施行に伴う経過措置適用時の給付率を管理す

るためのものと理解しておりました。しかし、現在では経過措置自体が

終了しており、管理の必要性がないことから、管理項目「特別対策給付

率」は削除させていただきました。また、データ項目ID 02301564：訪問

介護利用者負担額減額特別給付率についても、削除いただくようデジ

タル庁と調整いたします。

【検討課題一覧 No.134】

【課題名】データ項目ID:02301563「保険給付率」等（訪問介護利用者負担

額減免情報グループ）について

【課題内容】項目定義について、保険給付率には"百分の90以上100以下"、

訪問介護利用者負担額減額特別対策給付率には"百分の1以上10以下"

という記載があります。このように定義されている法的根拠を教えていただ

けないでしょうか。

９

ご意見について、機能・帳票要件_8.給付管理 機能ID 0231006に規定

する機能要件は、障害者福祉システムの「高額サービス」に関するもの

であり、「新高額サービス」に関する連携機能が規定できておりません

でした。

ご意見を踏まえまして、「新高額サービス」にて必要とされるデータ項目

が機能ID 0231006に規定する連携機能の項目では充足しないことを踏

まえ、「新高額サービス」にて必要とされるデータ項目を提供する連携

機能を以下のとおり追加いたしました。

＜機能要件＞障害者福祉システムに、介護保険給付費明細情報を提

供する。

＜実装区分＞○（標準オプション機能）

＜要件の考え方・理由＞連携項目は、機能別連携仕様（介護保険）に

定めるとおりとする。

なお、上記の追加に伴い、機能別連携仕様_介護保険（Output）への追

加も必要となりますので、デジタル庁と調整いたします。

【検討課題一覧 No.135】

【課題名】高額サービス及び新高額サービスに関する障害者福祉システム

とのデータ連携について

【課題内容】現在、新高額障害福祉サービス等給付の自庁運用のため、介

護保険システムから障害者福祉システムへデータ連携を行っております。

しかし、標準化後の対応として、介護保険システムベンダより「新高額に関

するデータ連携については、標準仕様書に記載が無いため対応できない」

との説明がありました。確かに、介護保険システム標準仕様書には「高額

サービス」に関する記載のみで「新高額サービス」に関する記載がありませ

ん。一方で、障害者福祉システム標準仕様書には、機能要件ID7.3.13にて

オプション機能として「新高額について、介護保険システムとデータ連携し

て対象者ごとの入力、あるいは一括して取込できること。」との記載があり

ます。以上を踏まると、介護保険システム標準仕様書に記載されている

「高額サービス」には「新高額」に関する内容も含まれている解釈している

のですが、この認識に誤りはないでしょうか。解釈が誤っている場合、障害

者福祉システム標準仕様書の機能要件ID7.3.13に対応する介護保険シス

テムの機能要件IDをご教示ください。

10



４．標準化PMOツール等からのご意見・ご質問等を踏まえた機能の見直し（５/５）

13

検討論点・第3.0版案の概要ご意見・ご質問の内容No

【レコード番号】3961への回答

機能ID 0230160、0230161に対し、統合収滞納管理機能で管理する運用

も考慮してほしいということですが、具体的な内容のお示しがないため、

対応を検討することができません。

なお、統合収滞納管理機能は、各賦課業務の収納管理機能及び滞納管

理機能の実装必須機能と実装不可機能を集約されたものを機能要件と

して定められている認識ですので、統合収滞納管理機能から各賦課業

務の収滞納管理機能を規定するものではないと考えます。

【レコード番号】4012への回答

具体的な内容のご提示ありがとうございます。

保険料収納、及び滞納管理にかかる運用を統合収滞納管理機能にて行

われることを踏まえ、

「要件の考え方・理由」欄への補記について、次回改定に向け、検討いた

します。

なお、補記する場合、保険料収納、及び滞納管理に出力想定の帳票の

みが対象となることに

留意した内容といたします。

以上のことを踏まえ、機能ID 0230160、0230161の「要件の考え方・理由」

欄に以下の内容を追記いたしました。

＜追記内容＞

保険料収納、及び滞納管理に関する運用を介護保険システム以外（統

合収滞納管理機能）にて実施する場合は、保険料収納、及び滞納管理

の通知書等の公示送達対象者情報の管理はデジタル庁にて定める「地

方公共団体情報システム共通機能標準仕様書」のとおりとする。

【検討課題一覧 No.136】

【レコード番号】3961

【課題名】介護保険：公示送達対象者情報の管理について

【課題内容】機能ID 0230160、0230161について、統合収滞納管理機能で

管理する運用も考慮いただけないでしょうか。税務システム標準仕様書

第2.0版では、機能要件／016共通ID: 0160064に公示送達に関する要件

の記載があります。また、介護保険以外の科目においては、統合収滞納

の要件をベースとして、個別の要件の記載はないものと認識しております。

【レコード番号】4012

【課題名】介護保険：公示送達対象者情報の管理について②

【課題内容】ID1381にてご回答いただきありがとうございました。具体的な

内容として追加で質問させてください。機能ID 0230160、0230161に対して、

例えば「3.6口座振替依頼」の「要件の考え方・理由」欄のように、以下の

内容を記載いただくことは可能でしょうか。

「当要件にかかる運用を介護保険システム以外（統合収滞納管理機能）

にて実施する場合は、デジタル庁にて定める「地方公共団体情報システ

ム共通機能標準仕様書」のとおりである。」

弊社は公示送達対象者情報を介護保険システム以外にて管理していま

す。また、ご回答いただきましたとおり、「統合収滞納管理機能は、各賦

課業務の収納管理機能及び滞納管理機能の実装必須機能と実装不可

機能を集約されたものを機能要件として定められている」とのことである

ため、統合収滞納管理機能で管理する運用でも問題ないのではないかと

想定しています。

11



５．正誤対応の内容（１/２）

14

検討論点・第3.0版案の概要ご意見・ご質問の内容No

以下のとおり、機能要件の表記を修正しました。

＜修正前＞

後期高齢者医療被保険者情報 もしくは、後期高齢者医療_被保険者情報

＜修正後＞

被保険者情報（後期高齢者医療）

【対象となる機能・帳票要件】

機能ID 0230011、0230039、0230040、0230041、0230042、0230141、0230142、0230143、0230144

2023年12月18日から実施されているデ

ータ要件・連携要件の全国意見照会に

て示された、地方公共団体情報システ

ムデータ要件・連携要件標準仕様書（各

論）023_介護保険_基本データリスト【第

3.1版】案（2024年2月公開予定）と整合さ

せるため、「被保険者情報（後期高齢者

医療）」へ変更しています。

１

以下のとおり、機能要件や帳票レイアウトの項目名の表記を修正しました。

＜修正前＞ 店舗コード

＜修正後＞ 店舗番号

【対象となる機能・帳票要件】

機能ID 0230072、0230079、0230108、0230110、0230111、0230409、0230444、0230872、0230878、

0230884、0230888、0230894、0230896、0230897、0230915、0230968、0230970、0230976、0230978、

0231008、0231205、0231211、0231239、0231246、0231270

【対象となる帳票詳細要件】

帳票ID：0230070

【対象となる帳票レイアウト】

帳票ID：0230039、0230070、0230147、0230148、0230150、0230151、0230154、0230155、0230156、

0230157、0230158、0230159、0230160、0230173、0230174、0230187、0230199、0230202

2023年12月18日から実施されているデ

ータ要件・連携要件の全国意見照会に

て示された、地方公共団体情報システ

ムデータ要件・連携要件標準仕様書（各

論）023_介護保険_基本データリスト【第

3.1版】案（2024年2月公開予定）と整合さ

せるため、「店舗番号」へ変更していま

す。

２

以下のとおり、機能要件の表記を修正しました。

＜修正前＞ 不開示コード

＜修正後＞ 照会側不開示コード

【対象となる機能・帳票要件】

機能ID 0230026、0230170

「『地方公共団体 情報連携中間サーバ

ーシステム・ソフトウェア』外部インターフ

ェイス仕様書」における項目名称に整合

させるため、修正しています。

３



５．正誤対応の内容（２/２）

15

検討論点・第3.0版案の概要ご意見・ご質問の内容No

機能ID：0231006の「要件の考え方・理由」に以下の内容を追記しました。

＜追記内容＞

当要件は障害者福祉システムの「高額サービス」のための連携機能である。

「４．標準化PMOツール等からのご意見・ご質問等を踏まえた機

能の見直し」のNo.11の対応を踏まえた補記対応
４

＜訂正後＞ 機能ID：0230058

通知書等の出力において、印字する問合せ先情報を登録・修正・削除・照会で

きること。

（中略）

※3 問合せ先情報の出力有無も帳票単位に管理できること

（中略）

【補足事項】

※3の設定で出力無しとした場合は、帳票レイアウトの（問合せ先）の領域にある

固定項目を含め、全て印字しないこと。

＜訂正前＞ 機能ID：0230058

通知書等の出力において、印字する問合せ先情報を登録・修

正・削除・照会できること。

（中略）

※3 問合せ先情報の出力有無も帳票単位に管理できること

（中略）

【補足事項】

※4の設定で出力無しとした場合は、帳票レイアウトの（問合せ

先）の領域にある固定項目を含め、全て印字しないこと。

５

＜誤記訂正：訂正後＞ 機能ID：0230248

各申請書・届出書やお知らせ、通知書等に設けている自由記載欄（主に帳票の

最下部に配置）に対して、電子申請サイトや手続き方法の案内等の自治体ホー

ムページにアクセスするための二次元コードを印字できること。

※ 帳票単位で印字有無やアクセス先を設定できること

＜訂正前＞ 機能ID：0230248

各申請書・届出書やお知らせ、通知書等に設けている自由記

載欄（主に帳票の最下部に配置）の一番下にある自由記載欄

に対して、電子申請サイトや手続き方法の案内等の自治体ホー

ムページにアクセスするための二次元コードを印字できること。

※ 帳票単位で印字有無やアクセス先を設定できること

６

＜訂正後＞ 機能ID：0230599

保険料を徴収する権利が時効によって消滅している期間がある被保険者に対

して、給付額減額の期間をシミュレーションできること。

※ シミュレーションを行うにあたり、政令指定都市の場合は構成区、広域連合

の場合は構成市町村を跨る情報で実施できること

＜訂正経緯＞

第2.1版（令和５年３月）提供時、機能ID：0230599の機能要件が機能ID：0230604

の機能要件に置き換わっていたため、第2.0版時点の内容に戻しました。

＜訂正前＞ 機能ID：0230599

２号被保険者における保険給付の差止について以下の給付制

限情報が登録・修正・削除・照会できること。

【管理項目】

・被保険者番号 ・保険給付差止予告決定日 ・保険給付差止

適用決定日 ・適用期間（開始日、終了日） ・給付制限状態区

分コード ・保険給付差止予告通知書発行日 ・保険給付差止

通知書発行日

※ 履歴管理できること

７


